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令和６年度
ＮＰＯを対象とした

補助・委託等助成事業
（県）
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おおいたNPO情報バンク

「おんぽ」

１ 助成金情報の入手方法①

＞お知らせ一覧

スマホ・タブレットの場合は
右上の マークから

https://www.onpo.jp/

ここで絞り込み！
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https://www.onpo.jp/


『NPO・市民活動のための
助成金応募ガイド』

（発 行）
公益財団法人

助成財団センター

□助成財団センターのデータ
ベースから、NPOや市民活動
向けの公募プログラムを
抽出し、概要を紹介

□2023・2024年版の発行は未定

１ 助成金情報の入手方法②
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

○チャレンジ支援枠
【概 要】 地域の活力づくりに向け、調査研究、試行など地域活動への挑戦を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 上限額 200万円/団体
【補助率】 3/4
【スケジュール】 随時
【対象経費】 賃金、報償費、旅費、使用料等

○地域創生枠
【概 要】 地域創生の実現に向けた様々な事業を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 上限額 3，000万円/団体
【補助率】 1/2
【スケジュール】 随時
【対象経費】 賃金、報償費、旅費、工事請負費、備品購入費等

○空き家ビジネス活用支援枠
【概 要】
 地方創生型の空き家活用ビジネスを促進することで、景観維持や賑わい創出を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 上限額 300万円/団体
【補助率】 2/3
【スケジュール】 随時
【対象経費】 役務費、委託料、備品購入費、工事請負費等

令和６年度ＮＰＯを対象とした補助・委託等助成事業一覧表（大分県）
＊事業予算は、議会での議決が前提となります。
＊事業ごとに応募要件等が異なりますので、詳しい内容については各担当所属へお問い合わせください。
＊この一覧表は、すべての事業を網羅できているわけではありませんので、ご留意ください。

1/2〜
3/4

補助500,000
地域活力づくり総合
補助金

  1

管轄の各振興局
地域創生部にお
問合せください
○東部振興局 (別府
市,杵築市,国東市,姫
島村,日出町)
 0978-72-0857
 
○中部振興局 (大分
市,臼杵市,津久見市,
由布市)
 097-506-5727
 
○南部振興局 (佐伯
市)
 0972-22-9073

○豊肥振興局 (竹田
市,豊後大野市)
0974-63-1291

○西部振興局  (日
田市,玖珠町,九重
町)
0973-23-5739

○北部振興局 (中津
市,豊後高田市,宇佐
市)
 0978-32-1373

おおいた創生推
進課

企画振興部
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  2
こどもの居場所づく
り推進事業

2,000 補助 10/10

【概 要】
 「こどもの居場所づくり推進事業費補助金」
 子どもの居場所としての子ども食堂を新規開設、又は機能強化を行う場合に、市町村
とともに支援する。
 （団体へは市町村が助成し、県は市町村に対し助成額の1／2を補助）
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 ※補助上限額
  ①食事の提供と学習支援等を行う子どもの居場所の新規開設
    に要する経費に対し一部を補助  20万円
  ②食事の提供以外の学習支援やレクリエーション等機能強化
    に要する経費に対し一部を補助  10万円
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 報償費、旅費、消耗品費、役務費、備品購入費 等
  ※詳しくはお住まいの市町村子どもの貧困対策担当課にお問い合わせください

福祉保健部
こども・家庭支
援課
家庭支援班

097-
506-2704

  3
こどもの居場所づく
り推進事業

5,000 補助 10/10

【概 要】
 「大分県こども食堂応援補助金」
 県内のこども食堂に対し、こどもたちが楽しく遊んだり、学習等に必要な経費の助成を行
う。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 補助上限額 30万円
【スケジュール（予定）】 別途対象団体あてに通知予定
【対象経費】 遊具、図書、学習教材・機材、楽器、その他知事が必要と認める経費

福祉保健部
こども・家庭支
援課
家庭支援班

097-
506-2704

  4
子育て応援活動推進
事業

2,000 補助 10/10

【概 要】
 地域での子育て応援活動を行う団体の活動拡大や、新たな支援活動の立ち上げに要する経費
を助成する。
【採択本数】 10団体
【委託・補助額】 上限額 20万円／団体
【スケジュール（予定）】 未定
【対象経費】 事業に係る経費（詳細は募集要項に記載予定）

福祉保健部
こども未来課
子育て支援班

097-
506-2713
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  5
こころとからだの相
談支援センター機能
強化事業

900 補助 1/2

【概 要】
 地域で依存症問題に取り組む民間団体が行う依存症対策の経費について補助を行う。
【採択本数】 ６団体（予定）
【委託・補助額】 15万円（予定）
【スケジュール（予定）】 4月公募開始
 交付申請書、計画書提出→交付決定通知書送付→事業実施→報告書、収支精算書、請求書提
出→確定通知書送付
【対象経費】
 講師謝金、旅費、消耗品費、食糧費、会場使用料、印刷代、その他知事が必要と認めるもの

福祉保健部
障害福祉課
精神保健福祉班

097-506-2727

  6 推進隊支援事業 500 補助 10/10

【概 要】
 おおいたうつくし作戦のけん引役である「おおいたうつくし推進隊」を対象に、活動基盤の
整備または強化（資材購入、広報活動等）に係る経費を助成する。過去に本事業を活用したこ
とがない団体が対象。
【採択本数】 5団体
【委託・補助額】 最大10万円/団体
【スケジュール（予定）】
 ４月：募集要項により公募（応募期限 令和７年２月末まで）
 令和６年４月〜令和７年２月：随時担当課に事前相談
 →実施計画書の提出→内定通知→交付申請書の提出→交付決定通知
 交付決定〜令和７年３月３１日：事業実施
【対象経費】 取組に係る経費（詳細は募集要項に記載予定）

生活環境部

うつくし作戦推
進課
うつくし作戦推
進班

097-506-3034

  7
おおいたこども探険
団推進事業

3,000 委託 10/10

【概 要】
 ＮＰＯ等が実施主体となり、県内の子どもたちに対する自然体験活動など、実体験を伴う年
間を通じた環境学習を行う取組を公募し、採択された事業について委託する。
【採択本数】 １０団体
【委託額】 最大３０万円／団体
【スケジュール（予定）】
 ３月末 募集要項により公募→企画提案書の提出→４月末 １次審査(書類）
 →２次審査（プレゼンテーション）→採択→５月中旬 委託契約を締結し実施
【対象経費】 取組に係る経費（詳細は募集要項に記載予定）

生活環境部

うつくし作戦推
進課
うつくし作戦推
進班

097-506-3123
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  8
まちづくり推進事業
（仮称）

2,400 委託 10/10

【概要（案）】
 新たな取組を行ううつくし推進隊を公募し、採択された事業について委託する。
【採択本数】 １２団体
【委託額】 最大２０万円
【スケジュール（予定）】
 ３月末 募集要項により公募→企画提案書の提出→４月末 １次審査(書類）
 →２次審査（プレゼンテーション）→採択→５月中旬 委託契約を締結し実施
【対象経費】
 取組に係る経費（詳細は募集要項に記載予定）

生活環境部

うつくし作戦推
進課
うつくし作戦推
進班

097-506-3123

  9
自然環境保全活動事
業費補助金

4,000 補助 10/10

【概 要】
 生物多様性の保全・再生に資する活動について補助を行う。非営利団体又は法人格を持たな
い非営利団体から募集する。
【採択本数】11団体
【委託・補助額】最大30万円/団体、最大100万円/1団体
【スケジュール（予定）】4月募集開始→5月〜6月審査→6月〜7月事業実施
【対象経費】
 物品費、旅費交通費、通信運搬費、印刷消耗費、賃借料、謝金、保険料、人件費（事業費総
額の1/2）、その他知事が必要と認める経費

生活環境部
自然保護推進室
自然保護班

097-506-3022

  10
ふるさと創生ＮＰＯ
連携促進事業

6,000 補助 10/10

【概 要】
 ＮＰＯが他の主体（ＮＰＯ、企業等）と連携して地域課題に取り組む事業に対し、公益財団
法人おおいた共創基金を通じて補助を行う。
 事業実施にあたっては、おおいた共創基金及び実施協働体から指定された県内中間支援組織
等により伴走支援を行う。
【採択本数】 3協働体程度 ※状況に応じて増減あり。
【委託・補助額】 最大100万円/協働体
【スケジュール（予定）】 4月募集開始⇒5月審査⇒7月〜3月中旬事業実施
【対象経費】 事業の実施に必要な経費 （詳しくは、募集要項等に掲載予定）

生活環境部
消費生活・男女
共同参画プラザ
県民活動支援室

県民活動支援室
097-534-2052

公益財団法人お
おいた共創基金
097-556-3116
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  11
「おおいた食育人材
バンク」登録人材派
遣事業

1,204 その他 10/10

【概 要】 地域で食育活動を実施する団体に食育活動者を派遣する。
【採択本数】 110回
【委託・補助額】 （最大8,000円（2時間分）＋旅費）×2回／団体
  ＊現地における農林漁業体験を伴う場合上限12,000円（3時間分）
【スケジュール（予定）】 4月から随時募集
【対象経費】 講師にかかる報償費及び旅費

生活環境部

食品・生活衛生
課
食の安心・食育
推進班

097-
506-3058

  12
森と海をつなぐ環境
保全推進事業

3,000 補助 10/10

【概 要】 NPO、地区自治会等が行う海岸清掃活動の経費について補助を行う。
【採択本数】 予算の範囲内
【事業費】 最大300千円／団体
【スケジュール（予定）】 ４月募集開始（通年募集）
 循環社会推進課へ事前相談（予定事業が補助対象になるか等）→認定申請書提出
 →循環社会推進課から内示書送付→交付申請書提出
 →循環社会推進課から交付決定通知書送付→事業着手
【対象経費】
 報償費、賃金、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、委託料、備品・資材購入費（要
相談）、その他必要と認める経費

生活環境部
循環社会推進課
資源化推進班

097-506-3126

  13
NPO法人等人権相談
活動支援事業

400 補助 1/2

【概 要】 人権啓発・相談・擁護に関する事業実施経費への補助
【採択本数】 ４団体程度（予算の範囲内）
【委託・補助額】 上限１０万円／団体
【スケジュール（予定）】 ４月募集開始→５月審査→６月〜事業実施
【対象経費】 報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料 等

生活環境部
人権尊重・部落
差別解消推進課
調整班

097-506-3175

  14
地域課題解決型補助
金支援事業

30,000 補助 1/2

【概 要】 地域課題の解決を目的として新たに起業する者に対して補助を行う。
 ＊収益事業として実施する場合に限る
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 補助額上限額 200万円/団体
【スケジュール（予定）】 5月公募・6月審査 7月事業実施
【対象経費】 人件費、店舗等借入費、旅費等起業に要する経費

商工観光労働部
経営創造・金融
課
経営創造班

097-506-3232
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  15
(世界農業遺産)
地域活力支援事業
(農耕文化継承)

1,000 補助 10/10

【概 要】
 国東半島宇佐地域で受継がれている農耕に関する民俗芸能や祭り等に保存や継承に関する取
組を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 30〜50万円/団体
【スケジュール（予定）】 2月募集開始→4〜5月審査→事業実施
【対象経費】
 報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費
※事業実施主体は、国東半島宇佐地域(豊後高田市、杵築市、宇佐市、国東市、姫島村、日出
町)に活動拠点を置く団体に限ります。

農林水産部

農林水産企画課
世界農業遺産推
進班
(国東半島宇佐地
域世界農業遺産
推進協議会事務
局)

097-506-3525

  16
(世界農業遺産)
地域活力支援事業
(提案型地域活動)

3,000 補助
10/10,

1/2

【概 要】
 国東半島宇佐地域における世界農業遺産に関連する地域の自主的な取組を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 30〜50万円/団体
 (ただし、営利目的の場合は、補助対象経費の1/2とし、補助額の上限は25万円)
【スケジュール（予定）】 2月募集開始→4〜5月審査→事業実施
【対象経費】
 報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費
※事業実施主体は、国東半島宇佐地域(豊後高田市、杵築市、宇佐市、国東市、姫島村、日出
町)に活動拠点を置く団体に限ります。

農林水産部

農林水産企画課
世界農業遺産推
進班
(国東半島宇佐地
域世界農業遺産
推進協議会事務
局)

097-506-3525

  17
環境保全活動
助成事業
（大野川流域）

2,000 補助 2/3

【概 要】 大野川流域の環境保全活動に要する経費に対し助成する。
【補助額】 予算の範囲内（採択本数が複数の場合でも総額200万円以内）
【スケジュール（予定）】 5月公募開始→6月審査→7月〜事業実施
【対象経費】 環境保全活動に使用した資材購入費等
  （調査、研究、意識啓発、美化活動、水源涵養等） ※営利事業は除く

企業局
総務課
経営企画班

097-
534-1005

  18
中小企業等デジタル
スキル向上支援事業

44,350 委託 10/10

【概 要】
 中小企業等（NPO含む）のDX化の第一歩を後押しし、各社の課題を解決するため、即戦力と
なるデジタル人材の育成とデジタルツール導入をワンストップで支援する。
【採択本数】 90社・団体
【委託・補助額】 最大25万円／社・団体
【スケジュール（予定）】 7月募集開始⇒申請都度審査 （最短1ヶ月程度で事業実施）
【対象経費】 SaaSツール導入にかかる初期費用および年度末までの使用料

商工観光労働部
DX推進課
DX推進班

097-506-2476

6 / 6 ページ9



ふるさと創生NPO連携促進事業
1.NPO同士や多様な主体との連携促進

2.（公財）おおいた共創基金の中間支援力

（協働コーディネーターとしての役割）及び

基盤強化
↑民間アドバイザー（県外の中間コーディネーター）の

招聘・助言等により中間支援力の強化を図る。

3.中間支援機能を持つNPOとの連携による

NPO支援体制の強化

課

題

・NPOが他の主体（NPO等）と連携して地域課題に取り組む事業に対し補助 １，０００千円／協働体
・ （公財）おおいた共創基金が協働体を伴走支援

取

組

・NPOの人材、知識・ノウハウ、資金不足等
（※）活動をつなぐ人材がいない。会費が減っており資金が少ない。

・NPO同士の連携した取組がなされていない
（※）NPO同士の連携でできる事業もあると思われる。

協働体（横連携）等の形式で全体をレベルアップしてはどうか。

・（公財）おおいた共創基金及び中間支援NPOの
中間支援力の強化が必要

目

的

県
（公財）おおいた

共創基金

ＮＰＯ
（事業の主担当）

企業

など

プランニングなど、
事業へのマネジメント支援

NPO

団体申請・事業報告

事業の実施状況確認・助言等

協働体

補助

中間支援にかかる経費
（謝金、旅費等）を助成

県内中間支援（NPO）

【令和５年度 ４協働体採択】 応募：１２協働体

上限200千円／協働体
（共創基金負担）

NPO法人こどもサポートにっこ・にこ、
放課後児童クラブすこやか・のびや
か、（株）デンケン 計３団体

NPO法人さがのせき・彩彩カフェ、日
本文理大学吉村研究室、県建築士会
佐賀関支部ほか
計６団体+中間支援NPO法人

予防カフェ、成年後見相談センター
大分、松が丘連合自治会、
宗方台自治会 計４団体

NPO法人大分宇宙科学協会、武
蔵活性化委員会、国東えんげき工
房 計３団体

子どもたちが技術や働く現場からも
のづくりを学ぶ
・プログラミングなどのタブ

レット教室
・企業での現場見学や社員の指

導による工作体験

地域の連携を強化する「佐賀関半島
Maas計画」策定のための実証
実験
・運用中のグリーンスローモビ

リティと連携させ、電動キッ
クボード等の小型モビリティ
を活用した観光周遊等を実施

防災訓練や研修で実施する認知症
や災害の疑似体験を通じて地区防
災力を強化
・オレンジカフェ開設
・認知症早期発見ワークショップ
・VRを活用した認知症の疑似体験
・空き部屋避難所開設
・暗闇防災体験会

地域の人や子どもたちの大分宇
宙港で高まった宇宙への関心を維
持・発展
・エアーロケットなど宇宙に

関する工作
・天体観測会
・宇宙をテーマにした紙芝居
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自然環境保全活動支援事業

県（自然保護推進室）

対象となる事業の内容

【例】
野焼き、清掃、支障植物等の除去、
ニホンジカの駆除、啓発看板設置、
観察・勉強会開催 等

①生物多様性に優れた地域の保全再生事業

【例】
直接駆除、防除法の研究、食害調査、
啓発研修会等

③外来生物防除事業

⑥事業
の実施

①公募（４〜５月）
③採択（５月〜）

⑤補助金交付決定（５月〜）
⑧額の確定

④補助金交付申請（５月〜）
②企画提案（４〜５月）

⑦実績報告（事業終了後）
⑨請求
※終了前の支払いも可能

補助率 10/10
補助上限 保全活動等︓ 300千円/1団体

生態系調査︓1,000千円/1団体
補助総額 4,000千円

※ 予定

謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、使用料及び賃借料、
備品購入費、保険料、手数料、人件費（事業費総額の
２分の１を限度）、調査研究費等

申請等の流れ

【例】
巡視、動物福祉に配慮した獣害防止
ネットの設置、増殖実験、
モニタリング、遺伝子分析 等

②希少野生動植物保全事業

（１）保全活動等
対象：10団体

（うち４団体は「おおいたの重要な自然共生地域」枠）

（２）生物調査（R6年度～） 対象：1団体

共生サイト認定に向けた調査を行う「おおいたの重
要な自然共生地域」での生物調査

補助事業の対象経費

各
団体
等

11



「おおいたの重要な自然共生地域」公表地域一覧
R6.3.31現在

市町村名 公表地域等

分類

箇所
数

旧町村名
山地 ・
森林

草地 ・
湿原

里地 ・
里山

河川 ・
湖沼

海岸 ・
干潟

大分市 3

乙津川 - ○

柞原八幡宮の社叢 - ○

うーたの里山（大分市明治地区の里山） - ○

別府市 2
天間高原 - ○

ラクテンチの森 - ○

中津市 2
生物多様性に富む中津干潟と塩性湿地 - ○

野依新池と中津宇佐のため池群 - ○

日田市 1 前津江町の権現岳林木遺伝資源保存林 前津江村 ○

佐伯市 1 佐伯市城山の自然林 - ○

臼杵市 2
臼杵川河口干潟 - ○

下ノ江海岸（大間） - ○

津久見市 1 四浦地区 - ○

竹田市 1 神原渓谷 - ○

豊後高田市 2
田染荘小崎 - ○

真玉八幡神社の森 真玉町 ○

杵築市 1 カブトガニが生息する八坂川下流域干潟と守江湾 - ○

宇佐市 1 生物多様性に富む宇佐地域の干潟と塩性湿地 - ○

豊後大野市 2
三重町又井地区 三重町 ○

三重町菅生石仏周辺（千歳町ひょうたん公園） 三重町 ○

由布市 2
由布市庄内町平石地区 庄内町 ○

大分川源流域 湯布院町 ○

国東市 1 武蔵町小城山のスダジイ林 武蔵町 ○

姫島村 1 姫島周辺沿岸 - ○

日出町 1 小深江漁港周辺 - ○

九重町 4

鳴子川渓谷（九酔渓） - ○

寺床から熊の墓の渓谷林 - ○

鹿伏岳のブナ・ミズナラ林を含む山林 - ○

湯沢 - ○

玖珠町 0 （公表地域なし） -

合計 28 11 2 6 2 7
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うつくし作戦なかまづくり推進事業〔Ｒ５年度－２団体〕うつくし作戦なかまづくり推進事業〔Ｒ５年度－２団体〕

おおいたうつくし推進隊とは...
→おおいたうつくし作戦のけん引役（県内で環境活動に取り組む５名以上の団体）

◆地域の住民を巻き込んだ環境保全活動の実施
◆県民を巻き込んだ地域活性化につながる取組の企画・実施

団 体 名 市町村名 活 動 内 容

睦会 津久見市 公道・生活道路周辺のごみ拾い、植栽やその整備

みんなで遊び場をつくろう会 中津市
ごみ拾い、草刈り、拾った落ち葉からの肥料づくり、花壇づくり、
自然遊びや昔遊びを行うイベントの開催

おおいたうつくし推進隊
２５６団体

（Ｒ６．２月末現在）

清掃活動の様子 →
日本文理大学附属高等学校

◆推進隊の活動基盤強化の支援
⇒新たに任命された推進隊が活動しやすくなるための環境の整備

◆補助金額１０万円（補助率１０／１０）

おおいたうつくし推進隊

なかまづくり（新名称：推進隊支援事業）
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団体名 実施場所 参加者 主な活動

NPO法人チーム1.5おおいた 大分市 県内小中学生 約100名
九重ふるさと自然学校や九重青少年の家での自然体験活動、地

球温暖化やSDGsに関する環境学習

NPO法人アイラブグリーン大分 大分市 県内幼稚園生 約450名
県内幼稚園で落葉プール、自然ワークショップ、自然観察会、環

境学習

NPO法人たのうらビーチスポーツクラブ 大分市 県内小学生等 約70名
ウミガメの観察・餌やり等の触れ合い体験、環境学習、ごみアート

制作

日岡地域食堂 大分市 日岡小学校児童等 約15名 落葉たい肥学習、草木染め、薪割・火起こし、ネイチャーゲーム

ＮＰＯ法人水辺に遊ぶ会 中津市 中津市の幼児～小学生
干潟で魚の捕獲・調理体験、海ごみワークショップ（マイクロプラス

チック採集・分類、海の生き物学習 等）

南子育て仲よしクラブ・
第２南子育て仲よしクラブ

別府市 別府市の幼稚園～小学生 約180名
リサイクル工場見学、海洋プラスチックごみ学習、森の先生による

自然体験、自然体験サマーキャンプ

佐伯地域ユネスコエコパーク推進協議会 佐伯市 大分県内の幼児～小学生 約30名
川でのサバイバルキャンプ、ユネスコエコパークや藤河内渓谷の

動植物に関する学習

森守 杵築市 杵築市の小学生 森林学習（森の見学、木の伐採・間伐体験、森の音楽会）

テンポラリ耶馬渓 中津市
大分市、別府市、中津市の幼児～小

学生
環境学習キャンプ、山国川こどもマルシェ（環境について学び子ど

もたち主体で出展準備）、川遊び、防災ワークショップ

おおいたこども探検団推進事業〔Ｒ５年度－９団体〕
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令和６年度
ＮＰＯを対象とした

補助・委託等助成事業
（市町村）
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

＜大分市＞

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1 荒廃竹林整備推進事業 4,613 補助

①10/10
②上限

1,500円/m
③上限

120,000円/箇
所

【概 要】 持続可能な竹林整備に取り組む方に対して、初期整備に係る伐竹費用等を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】
 ①伐竹整備（竹の間伐、片付け）費用：標準事業費を10/10補助
 ②管理用作業道の開設費用：実費を補助し、上限1,500円/mとする。
 ③整備対象地の調査測量費用：実費を補助し、上限120,000円/箇所とする。
【スケジュール（予定）】
 随時⇒事前相談⇒調査測量⇒補助金申請⇒竹林整備⇒完了検査⇒実績報告書⇒補助金請求
 ※概ね半年の期間を要する。
【対象経費】
 荒廃竹林の伐竹及び片付けに要する経費
 管理道の開設及び改良の整備に要する経費
 荒廃竹林の面積及び標準地の調査、管理道の調査等に要する経費

農林水産部
林業水産課
林業担当班

097-537-5783

2
あなたが支える市民活
動応援事業

14,670 補助

（補助対象経
費−５万円）
÷２＋５万円

で計算

※補助対象経
費が5万円以
下の場合は全

額

【概 要】
 ボランティア団体やＮＰＯ法人などの市民活動団体が主体的に行う公益性が高い活動に対して、市
民の皆さんに納めていただいた個人市民税の１％相当額を、市民の皆さんが応援したい団体の活動に
補助金として交付することができる制度。補助金額は市民からの応援届出により決定する。
【採択本数】同選考委員会による
【補助額】上限30万円
【スケジュール（予定）】
 2月団体募集⇒3月審査⇒4月補助対象団体の決定⇒6、7月市民からの応援届出募集⇒8月補助金交付
の決定通知（団体の事業実施は4月以降随時）
【対象経費】補助対象事業を実施するために直接必要な経費

市民部
市民協働推進課
市民協働推進担
当班

097-
537-7251

令和６年度ＮＰＯを対象とした補助・委託等助成事業一覧表（市町村）
＊事業予算は、議会での議決が前提となります。
＊事業ごとに応募要件等が異なりますので、詳しい内容については各市町村担当所属へお問い合わせください。
＊この一覧表は、すべての事業を網羅できているわけではありませんので、ご留意ください。

1 / 15 ページ
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

3
大分市文化・芸術活動
推進補助金

4,500 補助 1/2

【概 要】
 本市を活動の拠点として文化・芸術活動を行っている、主として営利を目的としていない個人また
は団体が、広く市民を対象とした「公演事業」、「展覧会事業」、「その他文化・芸術振興事業」の
事業費を補助する。
【採択本数】 予算の範囲で可能な限り
【委託・補助額】 上限30万円/個人または団体
【スケジュール（予定）】 2月事前相談・募集開始→4月審査→5月〜翌年3月事業実施
【対象経費】 報償費、旅費、印刷費、通信運搬費、広告費、手数料、委託料、使用料、消耗品費等

企画部
文化振興課
文化企画担当班

097-537-5663

4
大分市中心市街地商都
復活支援事業

 64,000
（他の
補助
メニュー
も含む）

補助

①まちなか出
店支援事業

1/2

②イベント開
催事業2/3

【概 要】
 中心市街地の活性化を図ることを目的とする事業を実施する商店街団体及び事業者に対し補助を行
う。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】
 ①まちなか出店支援事業100万円（商店街団体申請の場合は150万円）
 ②イベント開催事業80万円
【スケジュール（予定）】
 前月20日までに㈱まちなか倶楽部相談（出店の場合は大分商工会議所で 事業計画書の作成支援も
受ける）⇒10日までに申請書提出⇒月末に審査会 ⇒決定後事業着手
【対象経費】
 ①まちなか出店支援事業・・・店舗内外改装に係る経費、備品購入費及び広告料
 ②イベント開催事業・・・イベントの開催に係る経費（商品、景品等の購入に要する経費や販売を
目的とした物品等の購入に要する経費等は除く）

商工労働
観光部

商工労政課商業
にぎわい担当班

097-537-5959
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

5
大分市小規模事業者競
争力強化支援事業補助
金

30,000 補助
①DX推進枠

2/3
②一般枠1/2

【概 要】
 市内の小規模事業者が行う、DXへ向けた取組又は販路開拓、業務効率化の取組に対し、費用補助を
行う。
 ※NPO法人の場合は、以下の要件を満たす場合に限り、補助対象者となる。
  ①常時使用する従業員の数が20名以下の小規模事業者であること。
  ②法人税上の収益事業（法人税法施行令第5条に規定される34事業）を行っていること。
  ③認定特定非営利活動法人でないこと。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 最大30万円／事業者
【スケジュール（予定）】
  ①前期…４月中旬募集開始
  ②後期…８月中旬募集開始
  前期後期ともに事前申込制とし、申込者多数の場合は抽選。
【対象経費(予定)】
 DX推進枠…ソフトウェア導入費、機器導入費、Web広告費、ECサイト構築費
 一般枠…機械装置等購入費、広報費、旅費、開発費、借料、専門家に係る謝金、委託・外注費

商工労働
観光部

商工労政課商業
にぎわい担当班

097-537-7294

6
大分市認知症
カフェ運営事業補助金

2,200 補助
上限

10万円

【概 要】
 認知症に関する活動実績があり、かつ、継続的な活動を行うことが見込まれる団体を対象に、認知
症カフェの運営経費を補助する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】
 上限10万円／団体（3年度目まで、4年度目以降上限6万円）
【スケジュール（予定）】  随時
【対象経費】
 会場使用料、附帯設備使用料、講師等謝金、講師等旅費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品、燃料
費、食糧費、保険料

福祉保健部
長寿福祉課権利
擁護担当班

097-
537-5771
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

7 地域お互いさま活動事
業

4,500 補助

上限30万円

※詳細は概要
を参照のこと

【概 要】
 高齢者の生活支援に取り組む、住民主体で結成される団体に 対し、必要な経費の一部を補助する。
【要 件】 下記3つをすべて満たす必要有
 ①5人以上の支援者で構成される、有償・無償のボランティア等による活動や支援を行う団体である
こと
 ②大分市内に拠点を有し、活動範囲を小学校の通学区域以上とする団体であること
 ③政治・宗教活動が目的であったり、暴力団が関係していない団体であること
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 上限額：小学校区単位で合計最大30万円
 ※20万円までは全額補助 （上記の【要件】とは別に要件有）
  さらに全利用者に占める要支援者および事業対象者数の割合に応じて最大10万円を加算。
【スケジュール（予定）】 随時（※補助の申請期限は毎年度3/1まで）
【対象経費】
 人件費・奨励金・消耗品費・印刷製本費・通信運搬費・保険料・使用料・光熱水費
 ・会議費・研修費 等
 ※弁当や軽食、茶菓子等の食糧費は対象外

福祉保健部
長寿福祉課
地域支援担当班

097-
537-5746

8
国際化・国際交流イベ
ント支援事業

3,000 補助

① 1/2

② 4/5
※外国にルー
ツを持つ人の
日本語学習支

援事業は
【10/10】

【概 要】
 国際交流・国際協力・多文化共生に関するイベントを募集する。
 ①市民の自主的な企画により実施される「国際化イベント」
 ②「外国にルーツを持つ人々への支援」「共生のためのイベント」
【採択本数】 選考委員会にて決定
【委託・補助額】
 ①最大100万円/団体
 ②最大 30万円/団体
【スケジュール（予定）】4月募集開始⇒6月審査(選考委員会)⇒7月〜事業実施(予定)
【対象経費】
 ①使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費
 ②証拠書類等によって金額・支払い等が確認できる経費
  ※助成対象となる経費については、別途、詳細な規定

企画部 国際課 097-537-5719
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

9
ノーマライゼー
ション推進事業
補助金

9,000 補助

1/2

（10万円まで
は10/10）

【概 要】
 ノーマライゼーション推進を目的としたイベント開催、自己啓発事業を行う団体または個人に対し
補助金を交付する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】
 イベント開催  最大  300万円
 自己啓発事業 最大  30万円
【スケジュール（予定）】 R6年2月に申請事業募集受付⇒3月事業選考
  （選考委員会を実施し補助対象事業を選定）
【対象経費】 食糧費や備品購入費等を除く経費

福祉保健部
障害福祉課
管理担当班

097-
537-5785

10
大分市DVシェルター運
営補助事業

600 補助 10/10

【概 要】 DVシェルターの運営団体をNPOから募集する。
【採択本数】 未定（1団体を想定）
【委託・補助額】 最大60万円（予算の範囲内）
【スケジュール（予定）】 4月募集開始⇒4月審査⇒4月〜事業開始
【対象経費】 DVシェルターに係る家賃、光熱水費等

子どもすこやか部

子育て支援課
中央子ども家庭
支援センター
DV相談支援担当
班

097-537-5666

11
｢おおいたの幸｣
ブランド化支援
事業

3,000 補助

1/2〜10/10

※事業内容に
よる

【概 要】
 大分市における6次産業化や農商工連携等の促進を図るため、大分市産農林 水産物等を活用した加
工品の研究・開発・販路拡大の取組を支援する。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 最大50万円 ※事業内容による
【スケジュール（予定）】 4月募集⇒6月審査⇒7月〜事業実施
 ※予算残の場合、2次募集を行う場合有り
【対象経費】 加工品の研究・開発・販路拡大の取組に係る費用（原材料費、外注費など）

農林水産部
農政課
農産品流通担当
班

097-
537-7025
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等

事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

12
大分市農林水産物「中
食・外食」等活用促進
支援事業

2,900 補助 1/2

【概 要】 中食、外食等の店舗等において、大分市産農林水産物を活用した催事の開催を支援す
る。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 最大30万円
【スケジュール（予定）】
 前期：4月募集⇒5月審査⇒7月〜事業実施
 後期：8月募集⇒9月審査⇒11月〜事業実施
 後期募集終了後、予算残の場合は随時募集を行う。
【対象経費】 広報費、委託費

農林水産部
農政課
農産品流通担当
班

097-
537-7025

＜別府市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1 市民活動支援補助金 2,600 補助

①
10/10

②
1/2
③

10/10

【概 要】
 地域の課題解決に向けて公益的な活動を行う市民活動団体を支援する。（①NPO活動推進部門②③
市民活動促進・活性化部門（一般枠、学生枠）※①②③ともNPO対象）
【採択本数】 未定
【事業費】 ①上限60万円/団体
      ②上限30万円/団体
      ③上限10万円/団体
【スケジュール（予定）】
 ４月上旬募集開始〜５月上旬募集締切⇒５月下旬〜６月下旬審査⇒７月上旬〜活動実施
【対象経費】
 ①団体の組織強化又は人材育成に要する経費、団体の中間支援活動に要する経費
 ②③団体の市民活動の準備に要する経費、団体の運営に要する経費、団体の市民活動に要する経費

市長公室
自治連携課
協働推進係

0977-21-1125
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

2
別府競輪地域振興事業
補助金

10,000 補助 4/5

【概 要】
 競輪事業の収益の一部を、別府市民に広く見える形で還元し社会貢献を果たすとともに、競輪事業
のイメージアップを図るため補助事業を実施する。
 ①スポーツ振興を目的とする事業
 ②教育又は文化交流を目的とする事業
 ③市民生活の向上等を目的とする事業
【採択本数】 未定
【補助額】 上限500万円/1事業
【スケジュール（予定）】
 2月1日募集開始〜4月5日募集締切〜5月上旬審査（応募者プレゼンテーション）
【対象経費】
 補助事業を実施するために直接必要となる事業費等であって、団体を運営するための経常的な経費
は対象外。詳細については問い合わせください。

公営事業部 公営競技事務所
0977-
67-5578

3
別府市住民主体による
第1号事業

450 補助

12千円+(３千
円×実施日数)
※年間上限96

日

【概 要】 住民による介護予防・生活支援サービス
【採択本数】 1団体（予算の範囲内での補助）
【委託・補助額】 最大30万円/団体
【スケジュール（予定）】 随時募集
【対象経費】
 人件費、需用費（消耗品費、印刷製本費、その他必要物品購入費）、役務費（通信運搬費、保険
料）、使用料・賃借料及び備品購入費

いきいき健幸部
介護保険課介護
保険給付係

0977-21-1463

＜中津市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
中山間地域活性化支援
事業補助金（交流・関
係人口創出支援事業）

8,000 補助
10/10以内

（上限100万
円/年度）

【概 要】
 主として地域外との交流、地域外からの集客を目的に実施するイベント等に要する経費を支援。
（例：軽トラ市、マルシェ など）
【採択本数】 未定
【委託・補助額】 10/10以内（上限100万円/年度）
【スケジュール（予定）】 1月上旬〜2月下旬募集→3月審査→事業実施
【対象経費】
 補助事業を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費

企画市民環境部

地域振興・広聴
課
地域振興・市民
連携係

0979-62-9033
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

10/10以内
（上限100万

円/年度）

【概 要】
 主として地域外との交流、地域外からの集客を目的とした継続性のある事業について下記（a）に要
する経費を支援。
（ａ）事業運営支援
 各種取組みを実施するにあたり、事業運営に関する経費
 （例：移住支援事業、空き家等を活用した交流人口創出事業など）
【採択本数】 未定
【委託・補助額】 10/10以内（上限100万円/年度）
【スケジュール（予定）】 1月上旬〜2月下旬募集→3月審査→事業実施
【対象経費】
 補助事業を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費

4/5以内（最
長3年間で200

万 円）

【概 要】
 主として地域外との交流、地域外からの集客を目的とした継続性のある事業について下記（b）に要
する経費を支援。
（ｂ）スタートアップ支援
 各種取組みを実施するにあたり、ハード整備・備品購入等の経費
 （例：移住支援事業、空き家等を活用した交流人口創出事業など）
【採択本数】 未定
【委託・補助額】 4/5以内（最長3年間で200万円）
【スケジュール（予定）】 1月上旬〜2月下旬募集→3月審査→事業実施
【対象経費】
 補助事業を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費

3

中山間地域活性化支援
事業補助金（中山間地
域活性化事業（提案
型））

10,000 補助

10/10以内
（最長4年間
で1,000万

円）

【概 要】
 地域活性化（主として経済面）に資する事業提案（プレゼンテーション）の中から審査会で事業内
容を認められた事業について、 事業開始に向けた調査に関する経費、事業運営に関する経費を支援。
 （例：空き家等を活用した地域活性化事業など）
【採択本数】 未定
【委託・補助額】 10/10以内（最長4年間で1,000万円）
【スケジュール（予定）】 1月上旬〜2月下旬募集→4〜5月審査→事業実施
【対象経費】
 補助事業を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費

企画市民環境部

地域振興・広聴
課
地域振興・市民
連携係

0979-62-9033

中山間地域活性化支援
事業補助金（交流・関
係人口創出スタート
アップ支援事業）

2 0979-62-9033

地域振興・広聴
課
地域振興・市民
連携係

企画市民環境部補助12,000
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＜日田市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
まちづくり活動推進事
業補助金
（一般枠）

4,000 補助 4/5

【概 要】 市民活動団体の公益的なまちづくり活動に対し、費用の一部を助成する。
【採択本数】 予算による
【委託・補助額】 上限５０万円／団体
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 直接経費

企画振興部

まちづくり推進
課
市民協働・男女
共同参画推進係

0973-
22-7515

2
まちづくり活動推進事
業補助金
（若者チャレンジ枠）

補助 10/10

【概 要】
 市内に在住又は通勤通学する16〜39歳までの若者が主体的に実施するまちづくり活動に対し、費用
の助成を行う。
【採択本数】 予算による
【事業費】 上限25万円／団体
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 直接経費

企画振興部

まちづくり推進
課
市民協働・男女
共同参画推進係

0973-
22-7515

3
周辺地域活性化対策
事業費補助金

18,580 補助 3/5

【概 要】
 市内周辺部地域の住民が行う地域活性化事業に対し、費用の一部の助成を行う。
 （限られた地域を対象）
【採択本数】 予算による
【事業費】 上限50万円／団体
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 団体経費・食糧費・積立を除く経費

企画振興部
まちづくり推進
課
地域活動支援係

0973-
22-8356

4
周辺地域活性化対策
事業費補助金

補助  4/5

【概 要】
 市内周辺部地域の住民が行う地域活性化事業に対し、費用の一部の助成を行う。
 （地域全体の振興に寄与）
【採択本数】 予算による
【事業費】 上限50万円／団体
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 団体経費・食糧費・積立を除く経費

企画振興部
まちづくり推進
課
地域活動支援係

0973-
22-8356
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

＜佐伯市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
食のまちづくり推進活
動補助金

1,680 補助 10/10

【概 要】 佐伯市食育推進計画に基づき、市民団体等が行う食育推進活動に対して支援を行う。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】 基本上限額15万円／団体
【スケジュール（予定）】 4月募集開始→4月末プレゼン審査会→5月事業開始→年度内に実績報告
【対象経費】 備品購入、食糧費、団体の運営経費を除く活動に資する直接経費

観光ブランド推進部
ブランド推進課
（ブランド推進
係）

0972-
22-4673

2 地域女性活躍推進事業 300 補助 10/10

【概要】 市民団体等が行う男女共同参画推進に資する活動に対して支援を行う。
【採択本数】 予算の範囲内
【事業費】 基本上限額10万円／団体
【スケジュール（予定）】 4月募集開始→6月プレゼン審査会→7月事業開始→年度内に実績報告
【対象経費】 備品購入、食糧費、団体の運営経費を除く活動に資する直接経費

福祉保健部
福祉保健企画課
（人権推進・男
女共同参画係）

0972-
22-3085

＜臼杵市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
臼杵市まちづくり団体
活動支援事業

700 補助 1/2

【概 要】
 臼杵市民が組織するまちづくり団体が行う非営利かつ公益性の高い活動に対して支援する。
 次の条件すべてに該当する団体を対象とする。
 (1) 5人以上の構成員で組織し、代表者を定めていること。
 (2) 今後3年以上の活動計画があること。
 (3) 活動拠点及び活動場所が臼杵市内であること。
 (4) 年間の活動計画及び収支が明らかであること。
 (5) 年間の収入のうち、国や地方公共団体、法人等からの補助金等が3分の1以内で、かつ、事業収入
が3分の1以内であること。
 (6) 年間の支出のうち、人件費支出がないこと。
【採択本数】 予算の範囲内であれば制限なし。
【補助額】 最大10万円／団体
【スケジュール（予定）】 随時募集受付
【対象経費】 人件費、飲食費以外

−
秘書・総合政策
課
企画グループ

0972-
63-1111
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

＜津久見市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1 まちづくり推進事業 600 補助

(１年目)
10/10

(２年目)
9/10

(３年目)
8/10

【概 要】 市報による事業実施団体を募集
【採択本数】 まちづくり推進事業 ３団体
【委託・補助額】 ２０万円/団体
【スケジュール（予定）】 ５月募集開始⇒６月審査⇒事業実施
【対象経費】 食糧費・備品購入費等を除く直接経費

−
商工観光・定住
推進課

0972-82-2655

＜竹田市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
竹田市元気づくり支援
事業

3,200 補助
1/2以内又は
10/10以内

【概 要】 地域の元気づくりを目指した持続効果のある事業に補助を行う。
【事業主体】 自治会及び公共的な活動を営む団体等
【補助額】
 補助対象経費の1/2、または公共性が高いく地域の活性化を図るため必要と認める事業10/10以内
【スケジュール（予定）】
 4〜5月中旬募集⇒6月内示通知後、交付申請・事業着手⇒〜3月31日事業実施・実績報告
【対象経費】 食糧費を除く直接経費

−
総合政策課
まちづくり推進
係

0974-63-4801

2
竹田市若者交流促進事
業

400 補助 10/10

【概 要】 独身男女の出会いの場を創出する交流会等のイベント開催事業に補助を行う。
【事業主体】 市内に事務所等の拠点を有し、主として市内で活動を行う団体
【補助額】 上限20万円
【スケジュール（予定）】 4/1より随時募集（予算がなくなり次第受付終了）
【対象経費】
 報償費、旅費、消耗品費、食糧費、燃料費、印刷製本費、通信費、広告料、保険料、使用料
及び賃借料

−
総合政策課
まちづくり推進
係

0974-63-4801
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＜豊後高田市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1

ふるさと市町村圏基金
活用事業
（※豊後高田市・宇佐
市で構成する宇佐・高
田広域協議会が実施主
体）

− 補助 1/2

【概 要】 まちづくりに関する提案をＮＰＯ等から応募する。
【補助額】 上限50万円
【スケジュール（予定）】
 令和6年4月〜 募集
 令和6年5月〜 交付決定、事業開始
【対象経費】 備品購入費を除く直接経費

−
企画情報課
政策企画係

0978-
25-6393

＜宇佐市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
支え合い訪問サービス
事業

240 補助 10/10

【概 要】
 高齢者の生活支援（総合事業の訪問型サービスＢ）に取り組む、住民主体で結成される団体に対
し、必要な経費の一部を補助する。
【採択本数】 1団体
【補助額】 上限額：（初回）24万円／（2年目〜）12万円
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 備品購入費、運営に係る間接経費等

福祉保健部
介護保険課高齢
者支援係

0978-
27-8150

2 がんばる団体応援事業 1,800 補助 10/10

【概 要】
 地域活性化に資する取り組みを行う市民活動団体が主体的に実施する事業に対し、必要な経費を補
助する。
【採択本数】 審査委員会の審査により決定
【補助額】 最大30万円／団体
【スケジュール（予定）】 4月募集開始⇒5月審査⇒6月〜事業実施
【対象経費】
 補助対象事業の実施に直接必要な経費（報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料、賃借
料、工事請負費、原材料費、備品購入費、負担金）

総務部
まちづくり推進
課コミュニティ
係

0978-
27-8237
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

事業名
予算

要求額
（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

3 婚活イベント開催事業 600 補助 10/10

【概 要】
 結婚を希望する独身男女の出会いの場を創出する事業を実施する団体に対し、交流会等のイベント
開催に必要な経費を補助する。
【採択本数】 予算の範囲内
【補助額】
 最大20万円/団体(2回以上の継続イベントを開催する場合においては最大40万円/団体)
【スケジュール（予定）】 4月募集開始⇒5月審査⇒6月〜事業実施
【対象経費】
 補助対象事業の実施に直接必要な経費 （報償費、旅費、消耗品費、食糧費、［※1/2補助、限度額
あり］、燃料費、印刷製本費、通信費、広告料、保険料、使用料、賃借料、原材料費）

総務部
まちづくり推進
課コミュニティ
係

0978-
27-8237

＜豊後大野市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1

市民提案型協働のまち
づくり活動推進事業
①一般コース
②学生コース

3,000 補助
①9/10
②10/10

【概 要】
 市民活動等の先駆性や柔軟性を生かしたアイデアやノウハウによって、団体が自らの企画提案によ
る事業を実施し、その経費に対して、補助金を交付する。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 ①最大90万円／団体、②最大30万円／団体
【スケジュール（予定）】 3〜4月募集⇒5月審査⇒6月事業実施〜
【対象経費】 団体運営経費等を除く直接経費

まちづくり推進課 地域振興係 0974-22-1004

＜由布市＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1

ふるさと市町村圏基金
活用事業
（※豊後高田市・宇佐
市で構成する宇佐・高
田広域協議会が実施主
体）

− 補助 1/2

【概 要】 まちづくりに関する提案をＮＰＯ等から応募する。
【補助額】 上限50万円
【スケジュール（予定）】
 令和6年4月〜 募集
 令和6年5月〜 交付決定、事業開始
【対象経費】 備品購入費を除く直接経費

−
企画情報課
政策企画係

0978-
25-6393
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R6.3.18 ＮＰＯ助成・協働プログラム合同説明会 配付資料

＜九重町＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1 結婚活動支援事業 150 補助
2/3又は1人3
千円の金額の

低い方

【概 要】 町内在住者が主体となって取り組む結婚活動支援事業に対し、費用の一部を補助
【事業主体】 町内に事務所又は事務局を置く団体
【補助額】 予算の範囲内
【スケジュール（予定）】 随時募集（予算がなくなり次第終了）
【対象事業】 男女の出会いの機会を創出し、結婚活動支援に寄与する事業

-

まちづくり推進
課
地域振興グルー
プ

0973-76-3807

2 まちの担い手応援事業 2200 補助 1/2〜9/10

【概 要】
 幅広い視野と優秀な技術及び能力を身に着け、まちの担い手として主体的なまちづくりに関わりた
い人に対し補助
【採択本数】
【補助額】 予算の範囲内
【スケジュール（予定）】
 申請⇒審査⇒事業実施
 年4回募集（5月末、7月末、9月末、11月末）
 ※予算がなくなり次第終了
【対象事業】
 ①地域づくり 自信と誇りを持てる地域づくりを目的とする研修等
 ②ものづくり 地場産業の活性化につながる技術研修等
    ③国際交流 国際的資質ともに、交流により相互理解を深める 研修等

-
社会教育課
社会教育グルー
プ

0973-76-3823
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＜玖珠町＞
事業名

予算
要求額

（千円）

補助
・委託
の別

補助率
等 事業の概要（補助・委託要件、対象経費等説明） 部局 所属名 問合せ先

1
玖珠町住民が創る「く
す魅力化向上」事業補
助金

3,000 補助
1/4〜10/10

(対象区分によ
り異なる)

【概 要】
 住民が身近な公共的課題について、住民自らがチャレンジし実践する活動を支援する補助制度。対
象となる団体は、玖珠町在住者又は将来にわたり玖珠町のまちづくり・活性化等に精進できると認め
られる者等で構成された団体で①一般枠、②学生枠、③童話の里理念枠に区分し、実施する事業に対
し、それぞれの補助率・補助上限額内で支援。
【採択本数】 予算の範囲内
【委託・補助額】 上限20万円〜100万円/団体(区分により異なる)
【スケジュール（予定）】 随時
【対象経費】 事業にかかる直接経費等(別途詳細な規定あり)

みらい創生課
企画・SDGs推
進班

0973-72-1151
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企業・財団の助成プログラム（１）

年賀寄附金配分事業
（日本郵便）
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日本郵便
年賀寄付金配分事業のご紹介

日本郵便株式会社

2024年 9月

2

ＮＰＯの資金の種類

① 会費

② 寄付金

③ 本来事業での対価（委託費を含む）

④ 非本来事業での対価（チャリティーイベントなど）

⑤ 助成金 今日はコレ

⑥ 補助金

⑦ 借入金

◆ＮＰＯの資金は大きく分けて7種類
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3

☆助成金の種類

【募集方法】 一般公募 計画額 企画提案

【募集時期】 毎月 年複数回 年１回

【対象事業】 事業助成 組織基盤助成

【人 件 費】 あり なし

【自己負担】 必要 不要

【支払方法】 前払い 精算払い

【伴走支援】 あり なし

【計画変更】 あり なし

【選考方法】 事務局審査 選考委員会 その他（投票等）

【助成期間】 単年度 複数年度

【継続申請】 １回のみ 隔年 連続あり

プロローグ１ 民間助成金の種類と年賀寄付金助成の位置付け

○印は年賀寄付金助成

4

プロローグ２ 申請前に知っていただきたい点

☆助成する側と助成先団体はパートナー

助成する側にもミッション（目的）があり、助成先の団体はそのミッショ
ンを実現するためのパートナーという位置付けです。

☆団体の経常業務に掛かる団体の管理費的な資金は助成の対象外

管理費を助成金で充当しようとすれば、団体の自立や継続性を阻害する
恐れがあります。新しい事業展開や事業拡大について申請してください。

☆助成金によるインパクト（効果）

助成金によってどのような効果があるのか（インパクト）を重視します。
単なる老朽化等による施設改修や機器／車両購入ではなく、それに伴う
効果を明らかにしてください。
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日本郵便では寄付金が付加された年賀はがき・年賀切手を販売し、
お客さまから寄付金をお預かりしています。お預かりした寄付金を
原資に「社会福祉の増進」や「青少年の健全育成」など、対象とな
る10の事業を行う団体に対して、公募により助成を行っています。

Ⅰ 日本郵便年賀寄付金配分事業の概要(1)

寄付金付年賀
はがき等の販売

助成の実施・
助成金の活用

申請の受付・
助成先の決定

郵便局で販売している寄付金付
年賀はがき等の寄付金部分が当
助成事業の原資です．

助成先は外部有識者で構成
する審査委員会の意見を踏
まえて決定されます。

活動助成や車両購入等、
様々な分野で年賀寄付金
が活用されます。

6

Ⅰ 日本郵便年賀寄付金配分事業の概要(2)

日本郵便の年賀寄付金による社会貢献事業助成の特徴

幅広い事業分野

社会福祉の増進、
被災地の復興や予防、
地球環境の保全から
文化財の保護など、
幅広い事業分野の

申請が可能

活動・物品購入助成

申請事業に関する人件費を含む
活動助成だけでなく、

機器や車両などの物品購入
のみの分野にも助成
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日本郵便年賀寄付金配分事業は法令に基づいて実施しています。

日本郵便年賀寄付金配分事業の概要(3)

お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和24年11月14日法律第224号）

お年玉付郵便葉書等に関する法律施行規則（平成15年1月14日総務省令第7号）

お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令（昭和33年9月29日政令第279号）

8

戦後の混乱が続く1949年（昭和24年）、国民の福祉の増進を図ること
を目的として寄付金付の年賀はがきが発行されました。

現在では日本固有の寄付文化として発展してきており、2023年度は
151団体に約2.4億円を助成しています。

Ⅱ 日本郵便年賀寄付金配分事業の歴史

通常63円の年賀はがきに5円分の寄付金を
付加して販売。当事業の原資となります。
年賀はがきの他にも、3円分の寄付金が付
加された年賀切手も販売しています。

通常63円の年賀はがきに5円分の寄付金を
付加して販売。当事業の原資となります。
年賀はがきの他にも、3円分の寄付金が付
加された年賀切手も販売しています。
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Ⅲ スケジュール(1)～公募から採択まで～

1 公募のお知らせ

2 申請

4 総務大臣認可
・助成先の決定

3 審査

【8月末頃】翌年度の日本郵便年賀寄付金配分事
業についての報道発表を実施します。

【9月～11月頃】公募期間中に申請を行ってくだ
さい。当配分申請には事業を所管する大臣又は都
道府県知事等の意見書が必要となります。
2021年度の公募から弊社Webサイトでの申請と
なっています。

【3月末頃】総務大臣の認可により配分団体が正
式に決定し、採択が通知されます。

【12月～翌年1月頃】外部有識者による審査委員
会等を経て、配分先団体案を決定します。

10

スケジュール(2)～計画提出から事業実施、監査まで～

9 使途監査

5 実施計画書の提出

6 事業実施

8 自己評価

7 完了会計報告

【4月】採択となった事業の具体的な推進計画を
提出していただきます。

【4月～翌年3月(当年度中)】計画書に遺漏がなけ
ればいよいよ事業を実施します。

【翌年4月以降】翌年度、実施した事業について
の自己評価を行います。

【事業完了次第】事業が完了したら、すみやかに
完了会計報告書を提出します。

【翌年度中】弊社から訪問し、適正な使用がされ
ているか、実施後の活用状況がどうなっているか
確認のための使途監査を実施します。
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Ⅳ 2024年度日本郵便年賀寄付金配分団体の公募について(1)

１．申請受付期間

2023年 9月 11日(月) ～ 2023年 11月 2日(木)【当日消印有効】

２．配分事業の範囲（10の事業範囲）

社会福祉の増進社会福祉の増進

風水害・震災等、非常時災害時の
救助・災害の予防

風水害・震災等、非常時災害時の
救助・災害の予防

がん、結核、小児まひなどの
研究・治療・予防

がん、結核、小児まひなどの
研究・治療・予防

原子爆弾の被爆者への
治療と援助

原子爆弾の被爆者への
治療と援助

交通事故・水難の救助・防止交通事故・水難の救助・防止

文化財の保護文化財の保護

青少年健全育成のための社会教育青少年健全育成のための社会教育

健康増進のためのスポーツ振興健康増進のためのスポーツ振興

開発途上地域からの
留学生・研究生の援護
開発途上地域からの

留学生・研究生の援護

地球環境の保全地球環境の保全

12

活動・一般プログラム
（最高500万円）

団体の福祉・人材育成・普及啓発・
イベントまたは新規事業を支援します。

活動・チャレンジプログラム
（最高50万円）

他の区分と異なり、毎年の申請と審査を条件とし、
４年間継続して助成を受けることが可能です。

施設改修(最高500万円)

必要な施設の改修等を支援します。

機器購入(最高500万円)

車両以外の機器の購入を支援します。

車両購入(最高500万円)

車両の購入を支援します。

東日本大震災、令和元年台風19号及び
令和2年7月豪雨災害の被災者救助・予防(復興)

３．配分事業の申請分野

申請分野は、一般枠の５分野と特別枠です。

2024年度日本郵便年賀寄付金配分団体の公募について(2)

37



13

社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団法人、
公益社団法人、公益財団法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法
人）

４．申請可能団体

申請可能団体は、下表に掲げる法人であって、申請直近の決算時
において法人登記後１年以上が経過し、かつ、過去１年間を期間
とする年度決算書が確定している法人です。

2024年度日本郵便年賀寄付金配分団体の公募について(3)

一般枠申請可能団体に加え、営利を目的としない法人（生協法人、
学校法人等）

14

５．事業実施期間

事業の実施期間は、2024年4月～2025年3月までの１年間です。

６．連続年配分の制限

活動・チャレンジ及び特別枠を除いて、２年連続して同一法人(団
体)が助成を受けることはできません。

2024年度日本郵便年賀寄付金配分団体の公募について(4)

前回(2023年度)助成を受けた分野 今回(2024年度)申請可能な分野

一般枠

活動・一般プログラム、施設改修、
機器購入、車両購入

特別枠のみ

活動・チャレンジプログラム
（1年目から3年目まで）

活動・チャレンジプログラムの継続申請(2～4年
目)の他、他の一般枠(活動・一般プログラム、
施設改修、機器購入、車両購入)及び特別枠

活動・チャレンジプログラム
（4年目）

特別枠のみ

特別枠 特別枠 一般枠全て及び特別枠
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申請事業に期待する４つの項目

Ⅴ 審査ポイント(1)

先駆性先駆性

社会性社会性

実現性実現性

緊急性緊急性

先駆性が高く発展性のある事業先駆性が高く発展性のある事業

社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事業社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事業

事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発
展が見込める事業
事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発
展が見込める事業

緊急性の高い事業緊急性の高い事業

16

加味する３つの定量的条件

審査ポイント(2)

申請配分額申請配分額 申請配分額がより小さい方を優先申請配分額がより小さい方を優先

自己負担率自己負担率
申請事業の事業費総額に占める自己負担金
の割合が大きい方を優先
申請事業の事業費総額に占める自己負担金
の割合が大きい方を優先

次期繰越
剰余金
次期繰越
剰余金

団体の前年度決算における次期繰越剰余金
のより小さい方を優先
団体の前年度決算における次期繰越剰余金
のより小さい方を優先
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Ⅵ 申請書作成のポイント(1)

◆申請書の最低限のルール

＜申請要領を守る＞

必須書類の添付、申請書類の様式、文字数制限など

◆ポイント

① 誰にでもわかる表現で

×：専門用語 ○：中学生が理解できる程度

③ 申請事業の先駆性、社会性、実現性、緊急性をアピール

×：空欄

② 要点は簡潔、実施内容は明確に

×：課題が詳細 ○：解決策を詳細に（知りたいのは「解決策」）

18

申請書作成のポイント(2)

◆ポイント

④ 明確な成果目標と、その後の展望も

→ 成果目標は必ず具体的な数値で記載（例：就労支援施設）

×：～の導入で、生産性向上と賃金アップを目指す。

○：～の導入で1日当りの生産個数を10個(50個→60個)増加し、

1か月当たりの賃金を1万円(5万→6万)増加する。

⑤ 申請書全体の連動性を確認（事業内容、スケジュール、予算）

×：対象者50人に対して予算は200人分

⑥ 予算の算出根拠は詳細に

×：一式○○万円 ○：単価×個数

⑦ 申請前に最終確認

×：誤字、脱字 ○：複数人でチェックし内容共有
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Ⅶ よくある質問(1)

質問１ 大臣または都道府県知事の意見書はどのように入手すれば良いですか？

（答）

申請事業内容によって意見書の発行元が異なりますので、申請する事業を所管
する部署等（申請する団体を所管する部署ではありません。）に直接ご相談をお願
いいたします。

まずは、日頃お付き合いのある行政部門へご相談いただくのがよろしいかと思い
ます。

質問２ ○○○○を実施したいのですが、申請対象になりますか？

（答）

配分事業の範囲は、社会福祉の増進など法令で定める10の事業分野に該当す
るものとなりますが、ご検討いただいている事業が申請対象となるか確認したい場
合は、詳しい申請内容を事務局にご連絡いただければ、対象可否を確認の上、お
答えいたします。

※ Q&Aは、年賀寄付金Webサイトにも掲載しています。（https://www.post.japanpost.jp/kifu/faq/faq.html）

20

質問３ 他の助成金、補助金と併用はできますか？

（答）

２つ以上の助成団体から採択になった場合、日本郵便の助成金を選択される場
合は、他の助成金と併用はできません。

ただし、申請については複数団体に提出可能です。

質問４ 同じ事業の中で、『車両購入』と『施設改修』など、２つの分野を同時申請
できますか？

（答）

同じ事業の中で、申請したい分野が２つ以上ある場合は、どちらか１つの分野を
選択し申請いただきます。

『１団体、１件の申請』です。

※ Q&Aは、年賀寄付金Webサイトにも掲載しています。（https://www.post.japanpost.jp/kifu/faq/faq.html）

Ⅶ よくある質問(2)

41
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Ⅶ よくある質問(3)

質問５ ウクライナ支援など、海外で実施される活動に対して助成金は申請できま
すか？

（答）

日本郵便の助成金は、日本国内で実施される事業を対象とし、海外で実施され
る事業は除きます。

なお、海外活動を行う団体が国内で行う啓発事業などは、国内で行われる事業
として対象です。

※ Q&Aは、年賀寄付金Webサイトにも掲載しています。（https://www.post.japanpost.jp/kifu/faq/faq.html）

22

申請・事前相談大歓迎です！
お気軽にお問い合わせください！

日本郵便株式会社 年賀寄付金事務局

http://www.post.japanpost.jp/kifu
ＴＥＬ ０３－３４７７－０５６７

年賀寄付金年賀寄付金 検索

42
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【意見書の作成例】 

2023年 ○ ○ 月 ○ ○ 日 

 

 日本郵便株式会社 あて 

 

 

     ○○県知事 

 

  ○○ ○○   印 

 

 

 

2024 年度日本郵便年賀寄付金の配分を申請する事業に関する意見について 

 

 

 2024 年度日本郵便年賀寄付金の配分申請を行う次の法人は、下記に示す事業を実

施する団体であり、同団体が寄付金の配分を受けて実施する事業は、当該事業目的

に寄与するものと認められる。 

 

記 

 

申請団体名（法人名）： 

実施事業名(※1)     ： 

事業種別(※2)              ： 

 
※1 申請書に記載されている申請事業名を記載してください。 
※2 事業種別については以下の 10の事業のうち、該当する事業を記載してください。 

 
 お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和 24 年法律第 224 号）第 5 条第 2 項に掲げ
る 10 の事業 
 
1  社会福祉の増進を目的とする事業 
2  風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行う事業 
3  がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行う事業 
4  原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 
5  交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故の発生

若しくは水難の防止を行う事業 
6  文化財の保護を行う事業 
7  青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 
8  健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業 
9  開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業 
10 地球環境の保全を図るために行う事業 

                                   以上 
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【意見書作成依頼書の作成例】 

 

2024年度日本郵便年賀寄付金配分申請における 

大臣（都道府県知事）への意見書の作成依頼書 

 

 

 

    2023 年    月    日 

 

 ○○大臣（都道府県知事）殿  

 

 

                                主たる事務所の所在地 

 

                                名      称 

 

                                代表者氏名                                   ㊞ 

 

                                電 話 番 号 

 

 

 

 

 日本郵便株式会社が公募する 2024 年度日本郵便年賀寄付金配分事業の申請にあたり、お年玉付

郵便葉書等に関する法律施行令（昭和 33 年政令第 279 号）第 2 条第 2 項に基づいて添付すること

とされている配分申請する事業を所管する大臣又は都道府県知事の意見書が必要であるため、同意

見書の作成をお願いいたします。 

 

 

記 

 

（添付書類） 

 

1.年賀寄付金配分申請入力フォームの写し  1 部 

2.当法人の定款（又は寄附行為）の写し    1 部 

 

以上 
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配分団体総数　151団体　　配分額総額　240,176,700円

【九州】配分団体　11団体　配分額　17,659,000円

使途内容
配分額
（円）

支社 都道府県 名称

九州支社 福岡県
一般社団法人 生き方のデザイン研
究所

803-0811
福岡県北九州市小倉北区大門1丁目5-1-
707

障害のある人の社会参加と子どもたちの心の成長を応援する
「生き方のデザイン授業」を届けるプロジェクト

500,000

九州支社 福岡県 NPO法人 福間ゆーあいの会 811-3217 福岡県福津市中央6-11-12
通所介護サービス事業の送迎車両老朽化と事業拡大による利
用者増の為の車両入れ替え事業

650,000

九州支社 福岡県 NPO法人 宗像コスモス会 811-3431 福岡県宗像市田熊1丁目3番36号
就労継続支援Ｂ型作業所利用者の新規送迎事業のため及び
施設外就労用車両の老朽化に伴う車両購入

1,400,000

九州支社 長崎県 社会福祉法人 ことの海会 856-0845 長崎県大村市大里町1150番地 障がい者の送迎、活動参加のための車両整備事業 1,729,000

九州支社 大分県 更生保護法人 豊州保護会 870-0816 大分県大分市田室町4-10
社会復帰を目指す更生保護施設の寮生の円滑な通勤等のた
めに自転車購入事業

179,000

九州支社 大分県 NPO法人 地域ひとネット 870-0874 大分県大分市にじが丘3丁目10番10号 医療的ケア児親子サロン運営パートナーシップ事業 4,000,000

九州支社 大分県 NPO法人 Ｔｅｔｏ　Ｃｏｍｐａｎｙ 878-0012 大分県竹田市竹田町542番地2
地域多世代交流拠点「みんなのいえカラフル」の来所者が安
全・安心して過ごすための床補強工事事業

811,000

九州支社 熊本県 社会福祉法人 共生福祉会 861-1115 熊本県合志市豊岡2000-1653
就労継続支援Ａ型事業における利用者の雇用維持及び作業
拡大のための自動丁合機導入に必要な建物改修事業

4,240,000

九州支社 宮崎県
社会福祉法人 綾町社会福祉協議
会

880-1303 宮崎県東諸県郡綾町南俣615番地 地域福祉増進のための福祉活動車両の更改事業 1,700,000

九州支社 鹿児島県 社会福祉法人 クオラ 895-1804 鹿児島県薩摩郡さつま町船木2315番地1
特別養護老人ホームの介護職の負担軽減のための移乗用介
護ロボット導入事業

2,000,000

九州支社 福岡県
NPO法人 大牟田・荒尾炭鉱のまち
ファンクラブ

836-0841
福岡県大牟田市築町2-8　　大牟田カメラ
3階

世界文化遺産三池炭鉱の地域資源を掘り出し、市民参加型
まちづくりに活かすためのスタートアップ事業

450,000

配分団体

住所

2023年用として発行した寄付金付絵入り年賀はがきおよび寄付金付お年玉付年賀郵便切手に
付加された寄付金の配分団体および配分額
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